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B）固有の「競争」篇について
　　　一久留間鮫造氏の所説に関連して
　久留聞氏は，マルクスの経済学研究過程において「資本一般」の規定につ
いて「一体としてみた資本」から「理想的平均」へと変更が生じたとはいえ，
マルクスの当初の「経済学批判体系」のプランにはなんらの変更もなく，現
行『資本論』体系は基本的にはプランの「資本一般」の部分のみを実現した
にすぎないとされ，現行『資本論』第3部第2篇において問題にされている
「競争」は，「一般的利潤率の均等化」の機構を「解明するに必要なかぎりで
問題にされているにすぎない」として，「プロパーな意昧においての競争論」
（〔43〕V［ページ）ではないとされるのである。即ち，久留間氏は，「『資本論』
の枠外には依然として『競争論』が残されているというliと，しかもそれは，
競争にかんする一般的理論的な考察は『資本論』のうちですでに行なわれて
いて残っているのは『細目的研究』だけだ，というのではなく，『資本論』に
おける競争の分析はたんに『他の主題の取扱いが必要とするかぎりで』行な
われているにすぎないのであって，競争を主題とする考察は一般的理論的に
もそこではまだ行なわれていない」（〔43〕Xページ）とされているのである。
かくて，久留間氏は，『資本論』の範囲外に属する「固有」の競争論を構成す
る基本的契機として，a）個別的価値を生ぜしめる競争，　b）需要供給につ
いての実質的な考察，その内容規定の分析，c）市場価格の現実的運動，の
3点を挙示されるのである。
　ここでは，「他の主題の取扱いが必要とするかぎりでの競争」の問題と，久
留間氏の主張される「固有の競争論」についてみておこう。
　久留間氏は，『資本論』第3部第10章が「固有の競争論」ではないとされる
のであるが，そのことを「固有の競争論」との関係で問題にされるのである。
即ち，久留間氏は，「もし競争論の立場から（すなわち競争を『主題』にして）
論じるとすれば，現に『資本論』に見られるのとはまったく異なる問題のた
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て方がなされるはずである」（〔43〕Wページ）とされているのである。
　久留間氏は，次のようにされている。「第！0章のうちには同一部門内におけ
る諸資本の競争についての考察が見いだされるが，それはここでは，もっぱ
ら，あい異なる個別的価値の単一な市場価値への均一化をもたらすものとし
て考察されているにすぎない。しかし，この同一部門内における諸資本の競
争は，他面ではまた，個別的価値の差異を生ぜしめる原因でもある。生産力を
高めて個別的価値を低下させることは，特別利潤の獲得のための手段である
と同時に，競争戦において優位にたっための条件だからである。と同時にま
たこの競争は，信用とあいまって，資本の集中の横杯にもなる，等々。もし
競争を主題として周一部門内における諸資本の競争を論じるとすれば，これ
らの種々の信用は，同じ競争の信用として統一的に論じられるべきはずであ
ろう」（〔43〕W～皿ページ）。
　ここで，同一生産部門内における競争が個別的価値の「均一化」と「差異」
を惹起するものとして作用するということは，特別剰余価値の生成と消滅の
運動として展開するということであり，「剰余価値の生産に関わる競争」のこ
とであるといえよう。然るに，剰余価値の生産や特別剰余価値の源泉が同一
生産部門内の問題であるとすれば，それこそが市場価値形成に関わる競争に
他ならないのである。即ち，第10章の市場価値論において論じられねばなら
なかったのは，まさしく，久留間氏の指摘される「固有の競争論」であった
のである。市場価値の形成，或は，利潤率の均等化の問題において，競争の
問題が主題とされねばならないのにもかかわらず，第3部の草稿執筆当時の
マルクスにとっては，それを展開するには産業循環論の機構的解明が不十分
であったのである。久留間氏は，マルクスの理論的未成熟な側面を固定され
てしまうことによって，競争論を「固有の競争論」と「他の主題の取扱いが
必要とするかぎりでの競争論」とに二分されてしまったのである。
　マルクスは第10章にお』いて「利潤の一般的利潤率への均等化がどのように
して行なわれるか」ということこそが，「本来の困難な問題」（Kap．皿・189）
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であるとしている。一般的利潤率の成立機構とは，部門特殊利潤率の成立と
それの一般的利潤率への均等化の機構を意味するのであるが，第3部の草稿
執筆当時において，マルクスは，それらの機構の解明が「本来の困難な問
題」であることを理解してはいたのである。しかし，その機構的解明とは同
時に産業循環の運動の機構的解明であるということが，従って，産業循環の
運動過程を通して一般的利潤率が形成されるということがかならずしも十分
に理解されていなかったということなのである。それ故，競争の作用によっ
て，一方では「いろいろに窺う利潤率Jが形成され，他方ではそれら種々の
利潤率全部の平均である「一つの一般的利潤率」に均等化されることが，本
来の意味において解明されるためには，「固有の競争論」を展開することこ
そが必要であるものといえよう。
　次に，「固有の競争論」を構成する契機についてであるが，a）の「個別的
価値を生ぜしめる競争」とは，既に言及したように特別剰余価値の生成と消
滅とに関わる競争のことである。
　「特別剰余価値の生産と消滅」の問題については，現行『資本論』第1蔀
第4篇において，「相対的剰余価値の概念」を解明するものとして問題にされ
ているのである。マルクスは，「商品の現実の価値は，その個別的価値ではな
く，その社会的価値」であり，それは「個々の場合にその商品に生産者が実
際に費やす労働峙間によってではなく，その商品の生産に社会的に必要な労
働時間によって，計られる」（Kap．1・332）として，それ故，改良された
生産様式を用いる資本家は，その個別的価値を低下させることによって，社会
的価値との差額として，「特別剰余価値をたたきだす」（Kap．1・333）ので
あり，他方，「新たな生産様式が一般化され，したがってまた，より安く生産
される商品の個別的価値とその社会的価値との差がなくなってしまえば，あ
の特別剰余価値もなくなる」（Kap．1・334）としているのである。
　商品の個別的価値と社会的価値との差額を「たたき出す」ということこそ，
資本の現実的運動における基準に他ならないのであり，それ故，「労働の生産
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力を高くすることによって商品を安くしょうとする動機は，個々の資本家の
どれにとっても存在する」（Kap．1・333）ことになるのであり，従って，
「商品を安くするために，そして商品を安くすることによって労働者そのも
のを安くするために，労働の生産力を高くしょうとするのは，資本の内在的
衝動であり，不断の傾向である」（Kap．1・335）ということになるのであ
る。
　然るに，労働の生産力を高くしょうとすることが「資本の内在的衝動」で
あるということは，他方では，「競争の強制法則として，彼の競争相手たちを
新たな生産様式の採用に追いやる」（Kap．1・334）ことになるのである。
　かくて，「個別的価値を生ぜしめる競争」とは，「特別剰余価値の生成と消
滅に関わる競争」のことであり，そ’黷ﾍ一方では個別的価値を社会的価値よ
りも低下せしめるものとして，他方では新しい社会的価値の水準に個別的価
値を均一化するものとして作用するのであり，そのような動態過程を通して，
資本制生産は新しい生産方法の採用を強制されていくのである。
　b）は，「需要供給関係」の問題であり，久留間氏は，「需要供給」は「競
争の作用の本質的な契機をなす」（〔43〕珊ページ）ものであるとされたうえ
で，「需要供給についての実質的な考察，その内容規定の分析は，『資本論』
でのもろもろの研究を前提して，そのあとではじめて展開されうる」（〔43〕
D（ページ）とされているのである。．久留間氏は，需要供給の関係を律する法
則の「認識は，『資本論』の全体を通してはじめて与えられる」のであり，「そ
の中途での需要供給の考察は多かれ少なかれ抽象的であり，形式的であるこ
とをまぬかれない」（同前）とされるのである。しかし，久留間氏は，需給関
係の現象的把握と基本的把握とを混同されているものといえよう。
　確かに，マルクスは，市場価値論の考察に関連して，需要と供給という「こ
の二つの社会的な推進力の，もっと深い，ここでは場違いな分析」（Kap．皿・
215）として，需給関係の考察は，『資本論』の範囲外であるとしているので
あり，更に，「需要供給は，もっと分析を進めれば，社会の総収入を相互のあ
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いだで分配して収入として相互のあいだで消費するような，したがって収入
によって形成される需要を形成するような，種々の階級や階級部分の存在を
前提する。同時に他方では，生産者たち自身によって彼ら相互のあいだに形
成される需要供給の理解のために，資本主義的生産過程の総態容の認識が必
要なのである」（Kap．皿・221＞としているのである。
　しかし，ここでのマルクスの指摘を固定的なものとして理解することは正
しくないであろう。この箇所は，遅くとも，1865年までに執筆された部分で
あり，少くともその蒔点において拡大再生産表式の理論構造上の特質は，マ
ルクスによって解明されてはいなかったということが考慮されねばならない
ということなのである。マルクスが現行『資本論』においてみることができ
る再生産表式の本格的な研究を開始するのは，漸く1870年代に入ってから
のことなので’ある。
　然るに，需要供給の関係の構造的連関性をその基本的規定において与える
ものは，再生産表式なのである。拡大再生産表式に依拠して，需要供給関係
の基本的規定が解明されるのであり，そこで解明された需要供給の構造と動
態の基本的関係を前提としてのみ，分配諸範疇とその運動の導入による現実
的・具体的需給関係の総括的把握も可能になるのである。それは，久留闘乱
の指摘されるように，単に「形式的であり，抽象的である」ものとしてすま
されえない基本的関係を意味しているものといえよう。換言すれば，再生産
表式を基礎として解明される需給構造の基本的関係を前提としなければ，具
体的嬬東Wの解鵬全く現象言己述的なものとならざ6i，をえないという
ことである。
（1）第3部の草稿執筆当時，拡大再生産表式の構造的特徴が十分に解明されていなかっ
　たことによって，マルクスは，需要の契機が生活手段と生産手段の夫々における補填
　需要と蓄積需要の4種類であることを正しく析出していながらも（Kap．皿・214），
　それら相互の社会的な絡み合いを，単に「複雑な関係」として処理してしまっている
　のである。需要供給の基本的関係が拡大再生産表式において与えられることについて
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　c）は，「市場価格の現実的運動」に関わる問題である。確かに，マルクス
は，次のように『資本論』第3部の終りの方で，「市場価格の運動」は『資
本論』の範囲外に属するものであるとしているのである。
　「生産諸関係の物象化・および生産当事者たちにたいする生産諸関係の自
立化・の叙述においては，われわれは，世界市場・その状況・市場価格の運
動・信用の期間・産業および商業の循環・繁栄と恐慌の交替・による諸関連
が，彼らにとって圧倒的な　　彼らを無意志的に支配する一自然諸法則と
して現象し，彼らにたいし盲目的な必然性として作用するところの，その仕
方・様式にはたち入らない。というのは，競争の現実的運動は，われわれの
計画の範囲外にある」（Kap．皿・885）。
　「地代は本来の独占価格にのみ立脚しうるのであるが，この独占価格は商
品の生産価格によっても価値によっても規定されず，買手の欲望および支払
能力によって規定されているのであって，この独占価格の考察は，市場価格
の現実的運動を研究する競争論に属する」（Kap．血・8！4）。
　ここでの問題は，「競争の現実的運動」，「市場価格の現実的運動」とされ
ているものの理論的規定に関わるものである。’
　ところ’で，高木幸二郎氏は，「競争」「信用」は，「現行『資本論』全体の構
想からなおその枠外に残るものとしては，プラン体系の最後に位置する『世
界市場』との関連でのみ考えられる」（〔44〕34ページ）とされて，競争やそ
こで論じられるとされる市場価格の運動について，一般的規定としては『資
本論』の範囲内に属し，その枠外のものは「世界市場」との関連で考察され
は，拙稿「価値と市場価値について」（皿）『経済学会雑誌』10－4，1979年。134～40
ページ，において問題にしたことがある。尚，ここで，久留間氏が「個人的位田のため
の需要」，「生産のための需要」，「収入が資本に転化される割合」とされていることに
ついて，高木幸二郎氏は，それは「再生産論の課題への指示ll（〔12〕67ページ）を意
燃するものであり，需要供給の基本的関係は，再生産論の課題であるとされているの
は，正鵠をえたものであろう。
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ることになるとされている。即ち，ここでのマルクスの競争篇留保の文言は，
「世界市場」との関連で考察されるものに関わっているということである。
従って，生産価格，或は，「市場生産価格」（Kap．　III・690）を中心として運
動する市場価格の動態の基本的規定の分析は，『資本論』の範囲内に属する
ものとされねばならないということである。
　かくて，生産価格が理論的に，従って，「一般的法則」（Kap。　III・186）と
して規定されるならば，そこではその生産価格を中心として運動する市場価
格の変動機構の解明も不可欠な課題として設定されねばならないといえよ
う。概念的に設定された生産価格が市場価格変動の「重心」であることの所
以が，市場価格の動態を通して明かにされる必要があるのであり，それによ
って生産価格が範疇としての「自立的実在性」が与えられることになるので
ある。勿論，そこで問題にされる市場価格の変動とは価値論段階の価格変動
と同一のものではありえず，『資本論』第1部，第2部で解明された基本的
諸関係を前提とするものであるという意味において，具体的であり，総括的
なものである。しかし，それは最も具体的，現実的な単なる「市場価格の動
揺的運動」（Kap．皿・925）とも区別されねばならないのである。そのよう
な「市場価格の動揺真運動」は，一般的，理論的考察の対象たりえないので
ある。それ故，マルクスが生産価格論において「競争がひき起こす価格変動
はここではまだ関係がない」（Kap．皿・129）としていることも，市場価格
の変動そのものが全く考察対象たりえないということとしてではなく，単な
る「市場価格の動揺的運動」についての留保文言として理解されねばならな
いものといえよう。『
　久留間氏は，本来『資本論』の考察対象とされるべき「競争」の基本的契
機を『資本論』の範囲外に属するものとされたのであるが，そ．れは第1には
方法論上の問題として「資本一般」から「理想的平均」への分析視角の転換
のもつ意義が把握されえなかったということによるものであり，もう一つに
は「諸資本の競争」そのものについて，一般的，理論的に規定されるものと
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具体的，現実的な事柄に属するものとが区別されることなく，両老を一括し
て後者の規定におけるものとして把握されていることによるものであるとい
えよう。その際，久留間氏が「競争」篇の基本的契機をなすものとされたの
は，『資本論』全3部の夫々に対応するものでもあったのである。換言すれ
ば，固有の「競争」篇の構成として久留間氏が想定されたものは，基本的に
は『資本論』における上向展開に対応して，夫々の論理階梯における「競争」
を論じるというものであるということである。
　ここで，久留間氏と同様に固有の「競争」篇が「資本論』全体の対象領域
に対応するものとして構想されている宮崎犀一二の所説についてみておこ
う。
　宮崎氏は，「生産・流通の現象形態たる諸資本の競争を，生産様式の基礎か
ら具体へ，やはり上向法的に描かなければならない」（〔35〕（上）141ページ）
として，競争論の体系を構想されるのである。その際，宮崎氏は，f資本論』
において「資本一般」という主題の分析に必要な限りで，「附随的に，それも
抽象から具体への各段階」で取り扱われている「競争論＝市場価格論」（同前）
に依拠されるのである。
　「1．序論。2，価格変動の現実的過程の分析，a）絶対的剰余価値の生
産における諸資本の競争，b）相対的剰余価値の生産における競争の分析，
c）絶対的剰余価値の生産と相対的剰余価値の生産の統一一＝労賃をめぐる競
争。3．利潤および利潤率の現実的運動過程の分析，a）平均利潤率の形成
過程，b）利潤率の傾向的低下に反対な諸要因のより立ち入った分析。4．
市場・市場価格・需要供給の固有の分析。5．生産と消費・過剰生産と過少
生産の固有の分析（宮崎氏は，ここで初めて「生産と消費との具体的関係，
恐慌を含む産業循環の基本的形態の分析」（〔35〕（上）152ページ）が可能と
なるとされる）」（〔35〕（上）138～51ページ）。
　ここでは，宮崎氏が『資本論』における「競争篇」への留保文言に依拠さ
れたことの結果として，『資本論』第2部の論理段階に対応するものが全く
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欠落しているのである。しかし，「資本一般」の体系が抽象から具体へと上
向的に展開されたと同様に，その「資本一般」の体系に対応して「競争論」も
抽象から具体へと上向的に展開されなければならないものとすれば，『資本
論』第2部に対応する競争の分析は不可欠であろう。それは本来「需要供給
の固有の分析」とされるものが該当するものといえるのであるが，マルクスは，
そのようなものとしての留保文言は与えていないのである。更に，より重．要
な問題は，『資本論』の草稿の執筆時期によって「競争篇」への留保文言の
内容に理論的な相違が存するにもかかわらず，それらに関しての配慮がなさ
れずに同一の論理次元におけるものとして「競争」篇の内容が論じられてい
るということである。プランの変更が決定的になったとされる1865年以前
においては，確力1に，固有の「競争篇」を想定したものとしての留保文言（例
えば，市場価値論におけるように第3部に多くみられるもの）であるのに対
して，それ以後のものは文字通りの特殊的研究としての「競争篇」について
の留保文言（例えば，労賃論，資本蓄積論などのよ／tうに第1部に多くみられ
るもの）である。前者は，資本制生産の一般的分析としての競争の分析であ
るのに対して，後者は，「偶然によって支配されている競争の部面」（Kap．
III・882）における分析であるといえよう。両者をともに「競争篇」として理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）論的同格性におけるものとして論じることはできないものといえよう。
（2）宮崎氏は，「競争論」を『資本論』の第1部と第3部とに対応させるものとして構想
　されているのであるが，そのような「競争」の取り扱いの萌芽的形態は，『哲学の貧
　困』においてみることができる。マルクスは，『哲学の貧困』においてブルードンを批
　了して，「競争は，利潤をめあてとする競いあいである。しかし，産業上（生産活動上〕
　の競いあいは，必然的に，利潤をめあてとする競いあい，すなわち競争であろうか」
　として，「産業上の競いあいの直接の対象は生産物であって，利潤ではない」として，
　「競争は産業上の競いあいではなくて商業上の競いあいである」（Werk．4．159）
　　としているのである。「利潤」を直接に目的とするものこそが本来の「競争」であり，
　いわば流通過程における商業資本の競争であるということであるが，マルクスは，「産
　藁上の競いあい」と「商業上の競いあい」の関連については，次のようにしているの
　である。「今日では，産業上の競いあいは商業をめあてとしてだけ存在する。近代諸国
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　しかし，ここで注目したいのは，宮崎氏が競争論においても抽象から具体
への上向法的展開が必要であるとされていることである。それは，『資本論』
の論理構造を構造分析に動態分析が同次元的に対応するものとして把握する
道への第1歩を開くことに他ならないのであり，それ故，『資本論』．の動態化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）と理論的豊富化を可能にする方法でもあるのである。
C）『資本論』＝「資本一般Jの「完成形態」説における「資本一般」と
　　「競争」
　　　一宮本義底値の所説に関連して
　宮本氏は，．マルクスの経済学研究過程において当初のプランにおける「資
本一般」について，S編別構成には「多少の変更」があったのであり，内容的
にも「根本的な変更」（〔53〕（．上）24ページ）があったのであるが，しかし，
現行『資本論』は，「資本一般」の「完成した姿」（〔36〕140ぺ1一ジ），「体系
化されたもの」（〔53〕（上）24ページ）として理解されねばならないとされる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噛　民の経済生活のなかには，あらゆる人々カ㍍種のめまいにとりつかれて，生産するこ
　となしに利潤を獲得しようとする諸局面さえ存在する。投機という，周期的にやって
　くるこのめまいこそ，産業上の競いあいの必然性からのがれようとする競争の真の性
　格を暴露している」（同前）。利潤を目的とする「商業上の競いあい」も，生産物を目
　的とする「産業上の競いあい」の必然的な現象形態にすぎないのであり，周期的に経
　過する投機恐慌もその原因は「産業上の競いあい」にこそあるということである。こ
　の「産業上の競いあい」とは，「特別剰余価値の生成と消滅に関わる競争」のことであ
　り，それ故，資本制生産のもとでの生産力水準上昇の推進力でもあるが，それがその
　ようなものとしてマルクスにおいて把握されるにいたるのは，7冊のノートの執筆を
　経て，23冊のノートにおける機械論の研究をまってのことなのである。
（3）井村喜代子氏は，『資本論』＝「資本一般」を主張されながらも，久留間氏や宮．崎氏
　とは異なり固有の「競争篇」を否定されている。井村氏は，「競争に関する特殊研究」
　をすすめていくためには，「『資本論』全体の対象領域・論理段階の検討，「資本論』全
　体における競争の分析視角とその分析内容の限定性の検討にまでもすすまざるを得な
　い」（〔54〕194ページ）のであり，「競争の分析が『資本論』においてはいかなる視点
　で行なわれ，いかなる形で『資本論』の外に残されたかという問題は，　『資本論』全
　体における『資本制的生産の内在的法則』・『資本の内在的串規定』の分析の検討，
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のである。宮本氏は，『経済挙批判体系3の出版計画における変更は，「『経
済学批判』の刊行から『資本論』全3巻の草稿の大綱的完成をえて1その第1
巻の発刊にいたる時期」において生じたのであり，それは「マルクス地代論
の確立による理論体系のいちじるしい変化と展開」（〔37〕260ページ）という
理論上の進歩によってもたらされたとされるのである。
　宮本氏は，「絶対地代の発見」によって「資本一般」の「内容を大幅に変
更することになった」とされるのであり，その変更された主要な内容とは，
1）「第1巻『資本の生産過程』に『賃金』の篇が設けられた」，2）「第2巻に
『社会的総資本の再生産と流通』の篇が新しく挿入された」，3）「第3巻で，
それまで『競争』に属するものとされていた『一般的利潤率の形成』が論ぜ
られること1・な。た、（〔53〕（上）27ページ）ということであるとされる『）宮
本氏は，このようにしてもたらされた「資本一般」の内容の変更によって「資
本一般」の体系に「資本の核心的構造の分析」に必要なかぎりで，「競争」’ﾈ
下の諸テーマの基本的規定が取り入れられることになったとされるのである。
　　『資本論』全体における競争分析の検討によってはじめて十分な解答をえることがで
　きる」　（〔54〕　ユ50ページ）とされ，それ故，　「『競争の現実的運動sを解明するとい
　う仕事」は，「『競争に関する特殊研究』というようなそれ自体まとまりをもった形で
　完成することのできない性格のもの」　（〔54〕155ページ）であり，「プランの『競
　争』というような，一つのまとまった形で完成するものではなく，……個別的形をと
　らざるをえない」　（〔55〕　ユ56ページ）とされるのである。井村氏は，　「競争の現実
　的運動Jを解明するためには，「『資本論』のあらゆる領域にわたって，資本制生産の
　諸法則のより具体的な運動・その現象諸形態を解明する」　（〔55〕　155ページ）こ
　とが必要であるから，その体系的展開は不可能であるとされるのである。しかし，そ
　れは，馬が秣の山に驚いて立止まるという類のものでしかないと思われる。井村氏の
　主張は，『資本論』の理論的豊富化を否定することであり，マルクス経済学における基
　礎理論の不毛性の宣言でしかないものといえよう。
（4）宮本氏が内容変更とされるもののうち，「賃金1篇の独立については，若干のコメン
　トを心要とするであろう。それは『資本論』初版においては「資本の蓄積過程」に埋
　没していたのであり，それが独立して第6篇に位置づけられたのは，第2版以来のこ
　とである。それ故，「資本の蓄積過程」については，寧ろ，初版から第2版にかけて，
　1867年から72年にかけて理論的前進があったものといえよう。
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即ち，「絶対地代の発見」によって出版計画に変更が生じたとしても，そこで
は，「資本の核心的構造の分析」を目的とするかぎりにおいて，「『資本一般』
の基本的性格は少しも変更されていない」（〔53〕（上）30ページ）のであり，
そこでの変更も「資本一般」の「内容の豊富化による技術的な編別構成の変化
に対応する」（〔36〕56ページ）ものでしかないということである。宮本氏は，
現行『資本論』体系への「競争」「信用」などの諸項目の組入れは，「資本一
般」の体系的完成を意味するものではあっても，「資本一般」の分析内容その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ものの変更としては理解されないのである。
　宮本氏は，現行『資本論』を「資本一般」の「完成形態」として規定され
るのであるが，その際，理論的根拠とされたことは，プランの構想当時から，
「資本一般」そのものが具体的諸範疇の基本的規定を包括するものとして想
定されていたということである。宮本氏は，『要綱』段階において「競争」そ
の他の諸テーマが「資本一般」の考察から排除されていたのは，「資本一般」
の分析が未完成であったことによるものであるとされ，それ故，「資本一般」
の分析とは「『競争の基本法則』『資本の内的法則』の分析にほかならず，『信用
（5）佐藤金三郎氏も宮本氏と同様に「『資本論』は，文字どおり内容的にも形式的にもは
　じめの計画での『資本一般』の完成形態として存在する」とされる。佐藤氏は，「『経
　済学批判』と『資本論』とのあいだには，出版計画や著作プランのたびたびの変更に
　もかかわらず，『資本一般』の分析体系としての基本性格を変えるほどの根本的な計画
　変更の事実は存在しない」（〔9〕82ページ）とされるのである。然るに，佐藤氏は，
　他方ではプランは『資本論』において「すでに発展的に解消したものとみなすべき」
　　（〔8〕61ページ）であるとされ，「『資本論』の編成過程においてマルクスがあくまで
　も（プランを）固執していたと考えることは，あまりにも当初プランを絶対化するもの」
　　（同前）であるともされているのである。当初のプランにおいて「根本的な計画変更」
　や「方法論的変更」がないということは，マルクスにおいてプランが「固執」された
　ということに他ならないのであるが，佐藤氏は，プランが発展的に「解消」したとし
　ても，それはなんら「方法論的変更」を意味するものとしては理解されえないとされ
　るのである。しかし，そこでのより重要な問題は，『資本論』が「資本一般」の完成形
　態として規定されることから，『資本論』が「基礎理論＝原理の完成」（〔9〕88ページ）
　を意味するものであるとされていることにあるといえよう。佐藤氏は，「『資本論』は，
　　『資本』を出発点とし『世界市場』を終結点とする『経済学批判』の上向体系を背後
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．の基本法則』もそのうちに包含されているJ（〔36〕117～8ページ）とされるので
ある。かくて，宮本氏においては，「資本一般」とは「価f直＝＝価格，労働力の
価値＝労賃，平均利潤の成立のもとにおける，平均利潤の分割にあずかる利
子生み資本，平均利潤の成立を前提として，その剰余価値の分け前をとる土
地所有という，文字どおり『資本が出発点お』よび終局点』をなす，理想的平
均における『資本の核心的構造』の分析J（〔37〕94ページ）として理解され
　　　　　　　，　〈6｝ることになるのである。
　ここで，宮本氏が「理想的平均」における「資本の核心的構造」の分析と
されていることは，「資本にもとつく生産が行なわれる一般的な様式」，従っ
て，「経済的機構」を「純粋に，それらの機構を歪める諸事情を捨象して，一
般的な型を代表するような形で叙述する」（〔53〕（上）31ページ）ということ
であり，「全世界を一つの資本主義的再生産体制」とみなし，「三大階級」の
みが存在するものと前提して，「価値増殖過程を純粋に把握する」（同前）という諸
　に秘めつつ，それ自体としては『資本一般』の，したがって資本制的生産様式一般の
　分析体系＝＝『ブルジョア社会の内部的仕組み』の考察として，一つの相対的に独立し
　た，そのかぎりで本質的に完結した理論体系をなしているJ（〔9〕83ページ）とされ
　ているのである。佐藤氏においては『資本論』が「自己完結した理論体系」であると
　いうことと，『資本論』を「恐慌と革命の経済学」として「特徴づけ」，「総括」（〔19〕
　135ページ）するということとが無媒介的に，なんらの連関もなしに並存させられてい
　るのである。『資本論』を「自己完結した理論体系」として規定するということは，資
　本主義そのものが「純粋典型のブルジョア社会＝資本主義社会を自生的に実現しうる
　方向にあったj（〔9〕133ページ）ということを理論的に反映させるということに他な
　らないのであるが，そこでの「純粋典型の資本主義社会」の実現の方向と「恐慌と革
　命」とがどのようなものとして論理的に関連づけられるのかということが問題なのである。
　換言すれば，「完結した理論体系」それ自体の内部から，いかにして資本制生産を否定
　する諸契機の創出が論じられるかということである。小沢光利氏は，佐藤氏が一方で
　　「資本論の完結的体系性」を固執しながら，他方で「プラン』が『資本論』において
　　「発展的に解消」したという結論をひき出したのは「飛躍（問題のすり替え）」（〔5〕
　工25～6ページ）であるとされている。
（6）宮本氏は，「資本一般」において他の諸テーマの基本的規定が包括されていることを
　蓄積論において具体的に指摘されている。宮本氏は，「多湿としての労働者に対立す
　る，単一のものとしての，統一としての資本は，この資本のいわば純粋概念のうちに
一ユ34一
マルクスの「経済学批判体系」プランと現行『資本論』体系について（ll・完）　135
前提のもとで，「資本価値の再生産構造：」を「純粋に考察すること」（〔53〕（上）32
ページ）であるとされるのである。換言すれば，「理想的に発展した資本の内
的構造の分析」（〔53〕（上）49ページ）ということである。それ故，「近代社
会の経済的運動法則」の解明ということも，「資本価値の再生産構造の解明を
指すもの」（〔53〕（上）32ページ）であり，「『資本論』は価値または資本価値の再
生産の機構を考察しているもの」（〔53〕（上）60ページ〉であるとされるのである。
　ここでは，宮本町が「理想的平均」を単に資本制生産の運動過程の「純粋
な進行」（Kap．1・6）が保証されることとして理解されたことの結果とし
て，「資本…般」と「理想的平均」とは方法的には全く同一のものとして混同
されてしまい，「他の諸資本との関係をもたない抽象的な一一つの資本」として
の「資本一般」の分析ということと，「多数の諸資本」の存在を当初から想定’
し，構造と動態の分析をも含みうるものとしての「理想的平均」，従って，
「資本制的生産の一般的研究」（Kap．　III・167），「資本の一般的本性の把握」
（Kap．皿・132）とを同一視されていることが問題であるといえよう。換
言すれば，他の諸テーマの「諸規定にたいする示唆を原理的に与えている」
（〔36〕17ページ）とされるのは，「抽象的な一つの資本」としての「資本一
般」の規定であり，「競争，蓄積，信用等々の基礎規定は資本の一般的概念の
資本蓄積と集積の本質的契機をふくんでいるJ（〔36〕19ページ）とされているのであ
る。確かに，マルクスは，『要綱』において「資本一般」の次元に属するものとして蓄
積の本質的規定を意味する「資本関係の再生産」について論じている。宮本氏が「資
本一般」の分析にさいしてはすでに「本源的蓄積過程を経過した資本」が，従って，
「本源的蓄積過程」をそれ自身のうちに歴史的基盤として内包ずみの資本が分析の対
象となっている（〔36〕179ページ）とされているのもその意味においてのものである。
しかし，それと同時に，『要綱』においては資本蓄積の問題は，「多数の諸資本」にお
けるものとして，というよりもそこでこそ本来の資本蓄積論が問題にされるものとし
て構想されていたのである。現行『資本論』における資本蓄積論は，いわばその両者
において構想されていた資本蓄積論の統一として展開されているものであり，その意
味において「基本的規定の完成」であり，「具体的諸範疇の基本規定のより完全な展
開」として把握されうるものといえよう。しかし，それをも「資本一一般」の「完成し
た姿」であるとすることは，いささか強引すぎるものといえよう。
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うちに包括せられている」（〔36〕20ページ）とされるのは「理想的平均」と
しての資本の規定なのであり，両者は区別されなければならないにもかかわ
らず，宮本氏は全く同一のこととされているのである。少くとも，「資本一
般」が「普遍的資本」，「抽象的な一一一つの資本」として範疇的に成立するとい
うことは，同時に，それは「他の諸テーマの基本的規定」は含みえないとい
うことに他ならないのである。
　現行『資本論』の体系が「競争」「信用」などの基本的規定を含むものであ
ることは確かであるが，その際の問題は，そのような諸テーマの基本的規定
の展開が可能になるのは，「資本一般」の世界においてではなく，「理想的平
均」の世界においてであるということにあるものといえよう。「多数の諸資本」
の存在が当初から前提されているものとしての「理想的平均」の世界を分析
視角の基底に設定することによって，諸テーマ，特に，競争についての展開
が可能になるということである。「資本一般」から「理想的平均」への転換が
前提されてのみ，「絶対地代の発見」による「資本一般」の内容的拡充も可能
になったのであり，「資本の核心的構造」の分析に必要なかぎりでの諸テーマ
の取り込みも可能になったのである。「資本一般」から「理想的平均」への転
換が，方法論上の変更を伴うものとして理解されるのか，「根本的変更がな
い」ものとして把握されるのか，或は，『要綱』と『資本論』との問に理論展
開における「断絶」を見るのか，「美しい連続性」を見るのかということは，
そこで用意され，対置されるべき夫々の経済学の体系に直接関わるものであ
るといえよう。
　宮本氏は，「競争」を「静態的競争」と「動態的競争」とに区別され，前者
を『資本論』＝「資本一般」における「競争」とし，後者を「資本一般」かち
疎外され，固有の「競争」篇に属するもの（〔37〕93ページ）であるとされ
る。『資本論』における「静態的競争」とは「競争の基本的規定」ということ
であり，それは「『資本論』全巻が競争の内的法則の研究」（〔36〕120ページ）
であるとされ，『資本論』の「各篇各回での各範疇の基本規定が同時に競争の
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一般的規定をふくんでいる」（〔36〕149ぺニジ）ものとされ，それ故，宮本氏
は，『資本論』の叙述に測して「競争の内的法則」の展開を「上向法」におい
て考察する必要があるとされるのである。宮本氏は，「競争」の端緒的形態
として単純商品流通W－G－WにおけるW－Gの契機の「命がけの飛躍」を
設定され，次いでそれが「相対的剰余価値の生産」，「再生産表式における各
部門間の均衡条件」を媒介として，「利潤率低下の法則のもとでの，剰余価値
の収取とその実現の矛盾の爆発となって現れる競争戦」として，「より具体的
形態」（〔36〕120ページ）にお』いて把握されることになると，されるのである。
　ここで，宮本氏は，「静態的競争」＝「競争の基本的規定」を二元的に分離
されているのである。宮本氏は，「競争」の端緒形態を媒介するものとして
の「競争」と，「より具体的形態」におけるものとしてのR競争」とは，次元
的に相違するものとして理解されねばならないとされるのであり，『資本論』
第3部においては，第1部と第2部とで「分析された資本姿態とは異なった
次元で資：本分析」（〔36〕143ページ〉が試みられているとされるのである。
　ここで，宮本氏は，「7冊のノートで確立された厳密な意味での『資本一
般』＝資本の本質分析，あるいは価値および剰余価値にかんする諸法則の解
明は，『資本論』第1巻および第2巻にうけつがれてほぼその本質部分の分
析を完成し，第3巻においてはその現象形態の解明に力点が移されている」
（〔36〕144ページ）とされている。宮本氏は，媒介的契機として措定された
「競争」こそが『要綱』当時の「資本一般」に属するものとされた競争であ
るとされるのである。それ故，「より具体的形態」における「競争」とは，
「『資本一般』から『競争』へ上向する過程で現れてくる競争であり，『資本一
般』の結末をなし『競争論』の端緒をなすかぎりでのいわば競争の基本形
態」（〔36〕55ページ）を意味するものとして規定されるのである。即ち，宮
本氏においては，生産価格論は「現実的な競争論への媒介環をなすもの」
（〔36〕146ページ）として規定されているのである。
　宮本氏は，『資本論』第3部においては「競争中に現れる形態」「競争の現
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実的運動」に一歩接近することが一つの目的とされ右いる’とされ，そこにお
いで「競争の基本形態」が展開されるということは，7冊のノートでは「叙
述保留」されていた部分が，「資本一般」という「資本の内的本性にたいす
るその現象形態の統一一的理解に必要なかぎりで叙述されるようになった」と
いうことであり，7冊のノートで一応確立されていた「具体的諸範疇の基本
規定のより完全な展開」（〔36〕145～　6ページ）として理解されねばならない
とされるのである。
　かくて，宮本氏は，現行『資本論』の体系を「資本一般」の「完成形態」
として規定されるのであるが，しかし，『資本論』の論理構造については，本
来の「資本一般」としての意義をもつとされるのは，第1部と第2部におい
てであり，第3部については「資本一般」と「固有の競争篇」との媒介環と
して規定されるのである。第1部門第2部においては，「資本主義的生産様
式の本質的な法則としての価値法則，資本価値の再生産構造」が究明され，
第3部にお』いでは，「その現象形態への転化」（〔53〕（上）35ページ）が明か
にされるということである。第3部においては「価値または剰余価値の法則
の，競争の現実的運動にさいしてとる現象形態j（同前）のみが問題にされる
にすぎないが故に，「媒介環」として規定されるのであり，「固有の競争篇」
とは「競争の現実的運動」を解明するものであるということである。宮本氏
は，「資本の具体的な運動形態」と「競争の現実的運動」とを次元的に相違
するものとして区別されるのである。
　ここで，宮本氏の所説について二つの問題点を指摘しておこう。第1の点
は，「競争の基本的規定」が「資本一般」の分析におけると同様に，それと対
応した形で「上向」的に展開するものとされていることに関わる問題である。
それは「資本一般」と「競争」とを本質と現象との関連におけるものとして
把握しながら，両者を同次元的な対応関係にあるものとして規定するという
ことである。それ故，そこでは「資本一般」という抽象的な規定に「自立的
実在性」を付与しながら，論理が上向的に展開するものとして体系が理解さ
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れているのである。しかし，そのような論理構造におけるものこそマルクス
が『要綱』段階において構想していた「資本一般」と「競争」の関連に他な
らなかったのである。しかも，現行『資本論』体系の論理構造を本質と現象
との同次元的対庵における上向展開として把握することにこそ『資本論』の
理論的な豊富化の道が存するのである。しかし，宮本氏は，現行『資本論』
体系を先験的に「資本一般」の「完成形態」として規定されてしまったこと
によって，『要綱』段階における「資本一般」の体系も「競争の基本的規定」
を包含するものとして誤って理解されることになったのであり，更には，『資
本論』の理論的拡充の道をも自から閉じることになってしまったものといえ
よう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　第2の点は，『資本論』の論理構造の把握に関わる問題である。それは第3
部においては「競争の基本形態」が，従って，「資本の具体的運動形態」のみ
が問題にされるにすぎないということに関わるのであり，「資本の具体的連
動形態」と「競争の現実的運動」とを次元的に分離するという問題である。
それは一方で『資本論』第2部までを「資本一般」として規定され，他方で
は『資本論』の範囲外に属するものとしての「固有の競争篇」を設定された
ことの論理的帰結に他ならないのであるが，しかし，それは明かに論理的な
錯誤である。然るに，その後宮本氏自身がその疑問に解答されているのであ
る。宮本氏はその後の著書で，次のように指摘されている。
　『資本論』の理論体系を「ダイナミックに全体として把握する」ためには，
「『資本論』を一定の価値＝価格水準のもとにおける『再生産論体系』として
把握する視点」，「資本の運動をダイナミックな総再生産運動として把える視
点」を貫くことが必要であり，そのためには，「『資本論』第3巻第2篇およ
び第3篇において展開されている『平均利潤率の法則』および『利潤率の傾
向的低下法則』を，剰余価値が分割される以前の資本総体の再生産運動，し
かも一定の価値＝：価格水準のもとにおけるそれを集約的に表現するものとし
て乞え」ることが必要なのであり，かくて，「われわれは資本の再生産運動を，
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さしあたって一つの価値＝＝価格水準のもとにおける再生産体系として理解す
ることにより，資本の現実の運動は，たえず新たな価値＝価格水準の継続的
な更新による拡大再生産運動として把握することができたのである。資本の
現実運動がもつ恐慌の周期的循環と自己否定要因の展開は，このような道を
経て醸成されるのだ，といってよい」（〔56〕「はしがき」i～iiiページ）。
　ここで，宮本氏は，『資本論』第3部第3篇を「景気循環の周期的運動」と
して把握する必要のあることを強調されているのである。換言すれば，『資本
論』の第3部第3篇までの論理構造を「資本一般」と「競争」として把握す
るということである。これが「資本の具体的運動形態」と「競争の現実的運
動」とを分離されたことに対しての富本氏自身による解答に他ならないので
ある。しかし，それはいわば『資本論』＝「資本」説の主張するところと同一
のものなのであり，宮本氏は，『資本論』の動態化というよき理論的意図を
実現されようとしたことの結果として，『資本論』＝「資本一般」の「完成形
態」説から『資本論』；「資本」説への転身を暗黙のうちにおこなわれたもの
といえよう。それは一面では確かに理論的前進を意味するものではあるが，
他面では「プラン問題」をいわば「空洞化」するものでもあり，「プラン問題」
の風化の状況を物語るものであるといえよう。
D）『資本論』三「資本一般」の「貫徹」説における「資本一般」と「競争」
　　　一田中菊次氏の所説に関連して
　田中氏は，現行『資本論』においては「『資本一般』の理論的内容が一少
なくともその基本において　　貫かれていること，したがって，」そこにはい
わゆるプランの変更をいうよりも，むしろ逆に，『資本一般』のプランの貫徹
ないしヨリ進んだ成熟が認められなければならない」とされ，そのような把
握は，「マルクスが1861　・一　63の手稿においても，また，現行『資本論』一
とくにその第3部一においても，しばしば，『資本一般』の構想が貫かれ
ていることを明言していることと，おのずから，相応する結果になっている」
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（〔16〕260ページ）とされているのである。
　田中氏が現行『資本論』の体系を「資本一般」の「貫徹」として規定され
るその論拠は，「資本一般」と現行『資本論』との内容的関連の問題を，第
1部第7篇，第2部第3篇，第3部第1，2篇を中心として考察されたこと
によるものである。ここでは，まず，その点について簡単にフォローしてお
ツ．（7）
一つQ
　田中氏は，「1858年の計画草案」に依拠して，「資本一般」において構想さ
れていた「資本の蓄積」とは，「資本と労働」あるいは，資本家と賃労働者の
関係が，資本そのものにおいて再生産され蓄積されるという関係」を中心に
問題にしているのであり，そこでは，「資本関係そのものの再生産ならびに蓄
積が資本概念の契機として，諸資本相互の関係としての蓄積とは区別されて
捉えられている」（〔16〕241ページ）とされ，かくて，「現行『資本論』第1
部第7篇は，その内容からみて，『資本一般』における蓄積とその理論的本質
を同じくするもの，少くとも，『資本一般』における蓄積という理論的性格が
その基本　　少なくとも一つの基本一をなしている，といわなければなち
ない」（〔16〕243ページ）とされるのである。「計画草案」における「本源的
蓄積」「賃労働と資本」の項目において予定されたものと，現行『資本論』
第1部第7篇とが「内容上，同質の平面上に，あるいは，その同質的な延長
上にある」（同前）ということである。
（7）田中氏は，「プラン」は，マルクスの「学問の体系的構想の短呼的摘要である」（〔17〕
　141ページ）とされ，「五部作プラン」における「『ブルジョア社会の内的仕組みをなす
　三項目』一とくにその中核をなす『資本』一をどう把えどう展開するかという問題が，
　彼の経済学の研究と体系における終始一貫的な最重要課題であった。そして，この課
　題は，現行『資本論』の生成とその内容あるいは体系構成の問題，経済学全体系の生
　成とその編章構成における『資本論』の位制の問題，…総じて，経済学の方法と体系
　にかかわる中心的課題である」（〔17〕158ページ）とされたうえで，「プラン問題」と
　は，「総じて，近代ブルジョア社会の経済的分析はいかなる体系において真に学的に果
　されうるか，という経済学の全体的課題に帰属すべきものである」（〔17〕171ページ）
　とされているのである。
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　ここでは，田中氏の第1部第7篇についての論理構造上の把握に問題があ
るものといえよう。田中氏は，第1部第7篇においては，「資本関係の再生
産」の拡大と深化の「展開を通して，一方では有機的構成の高度化による相
対的過剰人口の形成・資本に特有な人口法則の創出，他方では富と貧困の対
立の蓄積・資本の自己否定の蓄積」（同前）が分析ざれているとされるので
ある。
　しかし，第1部第7篇において問題にされているのは，田中氏の理解され
るような理念的に獲得される「資本蓄積の一般的法則」のみではなく，「法
則」そのものが確立される現実的な資本蓄積の動態における形姿も問題にさ
れているのである。即ち，そこでは，資本蓄積の自己運動過程が産業循環の
動態として顕現せざるをえないこととの関連において「法則」の定式化が問
題にされているのであり，「資本関係の再生産」の拡大と深化とは，そのよう
な動態を通してのみ達成されていくものであることが解明されているのであ
る。然るに，それこそは，「諸資本相互の関係としての蓄積」における問題に
他ならないのである。換言すれば，現行『資本論』第1部第7篇は，『要綱』
段階における「資本一般」の「貫徹」したものとして成立したのではなく，
「資本一般」の本質規定に対してその本質規定そのものを生みだしていくも
のとしての資本の運動を同次元的に論じるものとして体系的に止揚されるこ
とによって成立したのである。少くとも，第7篇において論じられている産
業循環の問題は，一献に附随的なものとしてすますことのできない理論的意義
をもっているのである。
　更に，田中氏のように第7篇の課題を資本蓄積の本質的規定の解明に還元
してしまうならば，そこでは第7篇の論理構造上の特質の把握も不可能にな
るものと思われる。第21，22章において，資本蓄積の本質が「資本関係の再
生産」として把握されたのであるが，第23章では，それが「資本蓄積の一般
的法則」として具体化されるのであり，しかも，「法則」の定式化そのものが，
産業循環の動態を通してであることが論じられているのであり，そのような
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資本蓄積の動態は，長期的には資本制生産における一つの歴史的傾向性を生
みだしていくことを解明するものとして，第24章第7節を位置づけることが
できるのである。田中氏は，第7篇におけるこのような論理構造上の区別と
連関をみることができなかったことによって，『資本論』段階における資本
蓄積論を『要綱』段階のそれに還元きれてしまったものといえよう。
　田中氏は，「計画草案」における「資本の流通過程」においてとり扱われて
いるのは，「資本の全生活過程のうちのW’一Gノだけ」（〔16〕245ページ）で
あるとして，「計画草案」において予定された諸項目を内容的に，①「資本の
流通の本質」，②「資本の運動としての流通とその形態諸規定」の2点におい
て把握され，①は現行『資本論』の第2部第3篇に，②は第1，2篇に相応
するのであり，それ故，「『資本一般』における資本の流通過程の内容は，現
行『資本論』第2部の内容と，その本質において，ほとんど同じものである」
（〔16〕249ページ）とされるのである。
　ここで，田中氏が①の「資本の流通の本質」とされていることは，実現論
的視角による資本の流通過程の把握である。それは『要綱』においては「生成
しつつある資本」の一契機を構成するものとして，価値姿態の回復過程とし
て論じられている箇所におけるものである。生産から流通への移行過程も資
本概念を構成する一契機であることがそこでは問題にされているのである。
これに対して，②は循環・回転論的視角による資本の流通過程の把握であり，
①の「生成しつつある資本」とは次元の位相を異にする「生成した資本」の
主題として論じられているものである。それ故，「計画草案」の「資本の流通
過程」は，論理次元を異にする二様の規定によって構成される「二段階的論
理構成」（〔49〕81ページ）を採っているのである。「計画草案」では両者の問の
論理的連関性が明確ではないのであるが，それが現行『資本論』の「資本の流通過
程」におけるように「資本循環論」として生成するためには，『剰余価値学説史』，
第3部草稿，第2部第1稿（1865年又は67年），『直接的生産過程の諸結果』にお
ける断片的指摘から，『資本論』第2版，第2部の各種の草稿において，資本
一　143　一
144
の循環形態が析出され，産業資本の現実的循環運動が3循環の統一性と連続
性とにおいて総括されるという分析視角の確立が必要であったのであり，そ
れはエンゲルスの指摘しているように全くの「新しい視野の拡大」（Kap．
H・6）に他ならないのである。「資本の流通過程」について，「計画草案」
と現行『資本論』との聞に構想の上から若干の形式的類似性が認められるに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛8）しても，その理論的内容の点からすれば全く相違しているものといえよう。
　次の問題は，田中氏がwt　．Giを考察対象とすることが「資本の流通の本
質」の解明であるとされていることについてである。田中氏は，「W！一G’
の過程は，それ自体，W－G－Wといういわゆる単純流通の形態をとるべき
ものであって，それを資本の全生活過程の流れにおいて捉えるならば，Wノ
ーGノ・G－W（Pm，　A）…P…Wノといういわゆる商品資本の循環形態にお
いて現われるものにほかならない」として，「資本の流通」が「商品資本の循
環形態」（〔16〕247ページ）において捉えられているとされるのである。この
「資本の流通過程が，全体として，商品資本の循環において分析されるという
方法的な基本線」（〔16〕249ページ）において，同じく商品資本循環の分析に立
脚する第2部第3篇に対応するということである。
　確かに，マルクスは第3篇の冒頭において「われわれが分析しなければな
らないのは，明かに，流通図形WノーG’一W…P…Wノ」（Kap．　II・385）で
あるとしているのである。しかし，そのことは，再生産表式論の理論的課題
が商品資本循環の分析視角に一面的に限定されるということを意味するもの
ではない。マルクスがそこで指摘しようとしたことは，社会的総資本の再生
産過程が把握されうるためには，年間生産物についての再生産の機能的秩序
の問題がまず解明されていなければならないということであり，生産と消費
の社会的連関性が解明されたうえで，社会的総資本の再生産と流通における
（8）現行『資本論』における「資本の流通過程」の成立過程に関する資料的検討は，拙
　者〔49〕第4章第1部を参照。　　　　　　　　　　’
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条件・法則の析出が可能であるということに他ならないのである。第3篇に
おいて社会的総資本の3循環の統一性と連関性が前提されるものであるとす
れば，そこでは，商品資本循環の分析視角のみならず，貨幣資本循環，生産
資本循環の分析視角も，社会的総資本の運動の基本構造を解明するものとし
て設定されねばならないのである。かかる点において，第3篇の再生産表式
の成立が「資本循環論」の形成を理論的前提としたことが重要視されねばな
らないのであり，そこに，マルクス自身の「経済表」ともその理論的課題を
異にする再生産表式の持つ独自の理論的意義が存するのである。田中氏は，
第2部第3篇の理論的課題を商品資本循環の分析視角に限定されてしまった
がために，「計画草案」において既にその構想の存在をみることができると
結論されたのである。そこでは，現行『資本論』の理論的性格，論理構造の
把握そのものが，「資本一般」の「貫徹」説の主張と直結していることがみら
れるのであり，「プラン問題」とは単に．『資本論』に参ける「プラン」の実現
領域にかかわる問題ではなく，「方法論的体系の問題」（〔44〕24ページ）であ
ることが，反面的に示されているものといえよう。
　第3部第1，2篇について，田中氏は，それは，「資本の一般的概念の契機
としての利潤・平均利潤の分析をその主題とするものであつで，一第10章
の掲げる課題にもかかわらず一諸資本相互の競争そのものの分析は，その
主題とはならないもの，としなければならない」（〔16〕258ページ）とされて
いるので’ある。
　田中氏は，「一般的利潤率の形成jというごとは，「現実には諸資本相互の
競争を経て展開されるとしても，その理論的把握にあっては，逆に，資本の
　　　　　　　　　ノー般的本性から把握されなければならない」（〔16〕255ページ）として，第1，
2篇における課題は，まさしく，「利潤の一般的本性」，「利潤において現れた
資本の一般的本性」（〔16〕255・一一6ページ）に即して，利潤率の形成が捉えら
れるべきであるとされる。L般的利潤率」とは，「資本の本質を示すいわば
基本的形態」であるが，そうであるとすれば，「諸資本相互の競争の現実的な
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過程は，むしろ，この生産価格の関係を前提し，それを通して把握される，
という理論的関係になっている」（〔16〕257ページ）ということである。それ
故，田中氏は，第3部の冒頭において第3部の課題が「全体として考察され
た資本の運動過程から生ずる具体的諸形態を発見し叙述することである」
（Kap．　III・47）とされていることは，『資本論』の主題と大きく相違するも
のであるとされるのであり，一方での「資本一般」の「貫徹」と，他方での
「競争の諸規定」への指示という点において，現行『資本論』において「二
つの異別の主題の混在」（〔16〕262ページ）があるとされ，現行『資本論』は，
「原理論的方向」と「プラン論的方向」という「二つの方向を併存的に内含
する」（〔16〕（増補改訂版）364ページ）ものとなったとされるのである。
　一般的利潤率の成立は，まず，「利潤の一般的本性」におけるものとして
「理論的」に設定され，然るのちに，諸資本相互の競争の現実的な過程を通
して，現実i：利潤率が均等化されることが機構的に解明されることによって
主張されうるものといえよう。しかし，そこでは，諸資本相互の競争の過程
は，「資本一般」の規定と同次元的に展開されねばならないのである。それ
がマルクスの指摘しようとしたことに他ならないのである。諸資本相互の競
争過程を通して一般的利潤率の形成されることが解明されて始めて，「理論
的」に設定された一般的利潤率に実体的規定を付与することができるのであ
り，本質としての一一般的利潤率に「自立的実在性」を与えることができるの
である。それ故，『資本論』の課題として「諸資本相互の現実的な競争にお
ける諸形態の発見と叙述」を主張することは，決して，「主題の訟訴」である
とか，「理論的不整合」（〔16〕263ページ）であることを意味するのではな
く，むしろ，理論的に必要不可欠な要請であったのである。一見，「理論的不
整合」と思われるそのことに，実は，噴本論』の方法的特徴を見ることが必
要なのであり，それは捨象されてはならない重要な問題を含むものといえよ
う。
　かくて，田中氏が現行「資本論』を「資本一般」の「貫徹」した形態とし
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て規定されるその根拠は，『資本論』体系を先験的に「資本一般」として把握
されていたことにあるのであり，それ故，そこでは「プラン問題」を通して
の方法的深化というような問題は，はじめから排除されてしまっているので
ある。田中氏の所説から出てくる結論が，『資本論』における「諸資本の競
争」の展開が「はたして必要であるか」（〔17〕76ページ）ということである
とすれば，それは『資本論』の理論的豊富化とはおよそ無縁な方向でしかな
いものといえよう。
　ところで，田中氏は，プランの「編別構想」と現行『資本論』との「関連
の中心」は，「資本一般」と「競争」との「体系留別の問題にほかならない」
（〔！7〕171ページ）とされている。ここで，田中氏が「資本一般」と「諸資
本の競争」との「内容上の区別とそれら相互のあいだの体系的な関連」（〔17〕
179ページ）をどのように把握されているかをみておこう。
　田中氏は，「資本一般」とは「近代ブルジョア社会の原理としての資本ある
いは資本関係の存在の理由，存在の機構，存在の諸法則の一般的なものの発
見と叙述であり，したがって，それは，資本のすべてを規定する一般的法則
の把握であり，その体系的展開である」（〔17〕177　一一　8ページ）とされ，これ
に対して，「諸資本相互の関係」，「競争」とは「資本の本性，資本の一般的
概念，資本の内的諸法則のあらわれ」のことであり，「多数の諸資本相互の交
互作用としてあらわれる資本の内的本性」（〔17〕！75ページ）として概念され
るものであるとされる。然るに，「資本は，もともと，個別諸資本の相互関係
として現実にあり，また，それ以外にはありえない」のであるから，「資本の
本性，資本の諸契機，資本の内的諸法則は，諸資本の競争関係においてあら
われ，まさにそれを通してのみ実現し，展開する」（〔17〕175ページ）という
関係が存するとされることから，「資本一般」と「競争」の関係は，「本質と
現象」の関係として把握されねばならないとされるのである。そこには，「資
本の特殊や個別の関係や現象にあらわれる本質」と，その本質の「発現」（〔17〕
178ページ）という関係が存するということである。
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　次いで，田中氏は，この「本質と現象との間」には，「顛倒と隠蔽と仮象の
関係」があり，「個別を通しての全体，個別的諸条件を媒介としての全体，と
いう関係が，現象にお』ける本質の顛倒と隠蔽の仮象と関連する」（〔17〕176ペ
ージ）とされ，これによって，「資本の本質的な諸法則」は，「資本自体の運
動によって媒介され，規定され，措定される」（同前）ことになるとされてい
る。それは，「競争的諸現象における表象の幻想性・仮象性・顛倒性」は，
「一般的・内的・基本的な諸関係あるいは諸法則の把握によってはじめて批
判的に分枡される」（〔17〕133ページ）ということに他ならないのである。
　ここで，田中氏が「資本一般」と「競争」の関係を「本質と現象」の関係
として把握されていることから由来する問題についてみておこう。第1点は，
両者の体系上における位置付けについてである。田中氏は，両者の間には，
「内容的に，・あるいは体系的に，密接な連関がある」（〔17〕175ページ）とさ
れるのであるが，そこでは単に「その展開における体系的順序がある」（〔17〕
133ページ）と指摘されるのみで，なんら具体的関連は指示されていないので
ある。それは，「固有の競争篇」の内容がなんら明かにされていないことに
も結果しているものといえよう。・
　第2点は，「多数の諸資本の相互関係」，「競争」についての誤解，混同があ
るということである。田中氏は，「競争」を一方では「多数の諸資本の交互作
用としてあらわれる資本の内的本性」とされ，他方では「個別的・偶然的な
諸現象」（〔17〕133ページ）であり，「没概念性」（〔17〕134ページ）であると
されているのである。後者の競争に関する限り『資本論』の体系内に属さな
いものであることは全く当然のことであり，お』よそ問題にはなりえない。し
かし，前者の意味における競争は，資本概念の一契機を構成するものとして，
『資本論』の体系内におけるものとされねばならないのである。田中氏は，
「競争」についてのこの二様の区別を無視され，両者を同一視されたことの
結果として1『資本論』からの「競争」の排除こそが必要であるとされたので
ある。そこでは「競争」についての初歩的な，しかし，決定的なミスリーデ
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イングがあるものといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9｝　E）『資本論』＝「方法的『資本一般』説」における「資本一般」と「競争」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　　　一A．M．コーガンの所説に関連して一
　コーガンは，マルクスが1850年代の後半に作成した「6部著作プラン」は，
「資本主義の経済理論についてのマルクスの遺言」（〔41〕218ページ）である
として，「プラン」こそは「現代資本主義の経済を認識する重要な方法論的道
具」（〔41〕203ページ）であると規定したうえで，「このプランはマルクス主
義的経済理論の創造における重要な道標であり，『資本論』における6部著作
プランの方法論的諸原則の実現の問題は『資本論』の歴史の最も本質的な問
題の一つである」（〔41〕226ページ）として理解されねばならないとするので
ある。プランにおける方法論を重視するが故に，「プラン問題」の検討を通し
て到達したコーガンの結論は，「マルクス＝レーニン主義経済学を現代の諸
条件のもとで首尾よく展開するためには，マルクスの6部著作プランと「相
談する』必要がある」（〔41〕229ページ）ということなのである。
　コーガンが問題にしているのは，マルクスが作成した「6部著作プラン」
における「篇別構成」ではなく，その「プラン」が内包している「根本的な
方法論的思想」のことであり，それ故，コーガンは，「プラン」の「方法論的
側面」こそは，「マルクス主義的経済学の発展という見地からすれば，決定的重要
性をもつ」（〔41〕213ページ）ものとして理解されねばならないとするのであ
る。コーガンは，マルクスが『資本論』の草稿を執筆する過程で，当初のプ
（9）コーガンの所説を「方法的『資本一般』説」として規定したのは，高須賀義博氏で
　ある（〔14〕249ページ）。
（10）コーガンの所説の紹介については，既に訳者の中野氏によってなされている。中野
　雄策「マルクス『経済学批判体系プラン』にかんするコーガンの研究」『山口経済学雑
　誌』！8－4，同前「『資本論』の具体化をめぐるいくつかの論点一コーガンの問題提起一」
　『Lll口経？斉学雑言吉1』　（1）　19－1，　（H＞　19－2，
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ランに「重大な変更」（〔41〕217ページ）をもちこんだとしても，その「変更」
は，「プランの根本的な方法論的思想」の「よりいっそうの具体化」（〔41〕69
ページ）として，その「思想」の「実現にお』ける変更」（〔41〕214ページ）と
して把握されねばならないとして，ローゼンベルグが「6部著作プラン」で
採用された「資本主義の一般理論の篇別構成」が『資本論』において放棄さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）れたとしている「プラン変更説」を批判しようとするのである。
　コーガンは，「プランのこの根本的な方法論的思想を明かにせず，この思想
が『資本論』でいかに実現されたかを解明しないならば，6部著作プランと
『資本論』との関連の問題を科学的に解決する道は閉ざされてしまう」とし
て，プランの「方法論的思想」を明かにすることこそが，現代の第1級の課
題となっているとされる「経済学の創造的発展」のためには急務であるとす
るのである。
　コーガンは，マルクスの研究態度について，「基本的課題への不断の沈潜，
主要かつ基本的な問題の仕上げが完了するまで後続の諸問題の特殊的究明を
放棄すること」にあったのであるが，それは，「真実の科学の典型」であると
するのであり，それ故，マルクスの残した「特殊的諸理論」は，「資本主義経
済学をよりいっそう展開するための蒋来の方向として重要である」（〔41〕212
ページ）とするのである。かくて，コーガンは，プランにおける諸範疇の序
列は，「資本主義の一般理論の科学的編制」（同前）を反映するものであり，
マルクスのおこなった「変更」と「訂正」も大きなものがあるとしても，「個
（11）コLガンは，「プラン問題」へのアプローチに関わって，「6部著作プランと『資本
　論』との関連を特別に研究するにあたってはなはだ重要だと思われるのは，マルクス
　が彼の主著のなかであれこれの現象を捨象した理由を明かにすることである」（〔41〕94
　ページ）としている。確かに，競争以下の諸規定についての「留保文言」の「理由」
　を明かにすることは重要な作業である。しかし，その際問題にされねばならないのは，
　その「理由」が執筆時期によって大きく相違しているということである。コーガンに
　はその点の配慮が欠けているものといえよう。
一　150　一
マルクスの「経済学批判体系」プランと現行『資本論』体系について（H・完）　151
別的諸問題の箇所にかかわっている」（同前）ものとして理解されねばならな
いとするので’ある。
　コーガンは，プランに示された「篇別構成」は，「ブルジョア社会におけ
る経済学的諸範疇の客観的相互従属性を反映する順序」（〔41〕15ページ）を
意味するのであり，その順序は，「諸富1縣の研究の方法論を制約する」（〔41〕
23ページ）ものとして理解されねばならないとするのであるが，そこでは，
コーガンは，プランのもつ特質を，「プランの根本的な方法論的思想」とし
て，次の4点について定式化している。
　⑤剰余価値は，「他のもろもろの範疇の『比重：』を決定する『特別のエー
テル』」として，「諸範疇の発生的基礎を制約する」（〔41〕20ページ）ことに
おいて，剰余価値論は，「資本主義経済学において決定的な役割を演ずる」
（〔41〕24ページ）ものとして規定されねばならないのであり，「資本主義の
一般理論」にお』ける「鍵」ともなるのである。換言すれば，「プランの主要な
環節は，『資本一般』の篇である」（〔41〕23ページ）ということである。
　⑤剰余価値以外の諸範疇は，剰余価値の「分析を基礎」（〔41〕37ページ）
として，「別の側面」から，従って，「独立の特殊研究」（〔41〕25ページ）と
して，「相対的に自立し質的に独自の具体的全体」（〔41〕37ページ）として
研究される必要がある。「特殊理論」においては，「それぞれの範疇が基本的
対象としてあらわれ，各範疇に特有の質的に独自の経済的諸法則の総体が研
究される」（〔41〕28ページ）ことになるということである。
　⑥　「特殊工諸理論」は，「抽象的なものから具体的なものへの上向の諸段
階として，そして剰余価値論のすぐあとにつづく諸段階としてあらわれる」
（〔41〕38ページ）ものとして理解されねばならないのであり，両者は，「一
つながりの鎖の環」（〔41〕35ページ）として相互に結びついている。
　⑥諸範疇の研究は，「剰余価値論の枠内での研究」と「特殊理論における
研究」との「二つの基本的側面」（〔41〕30ページ）においておこなわれる。
この諸範疇の分析にたいする「二段がまえの接近」　ということは，「科挙的
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認識の一般二合法則性」（〔41）31ページ〉から必然的に生じたことである。
　ここで，コーガンの所説において問題なのは，「資本主義∂）一般理論」の篇
別を剰余価値論と特殊二二理論とのいわば二元的構成として把握し，それこ
そが当初のプランの「より一一層の具体化」であり，「実現」であるとして規定
することにあるといえよう。その点に関連しているのは，諸範疇が「資本一
般」の体系にとりこまれた後にも，「特殊的諸理論」が固有の研究対象たりう
るとされているということ，従って，競争，信用等々が特殊的理論として成
立しうるとされているこどが問題であるといえよう。
　当初のプランにおける第1部「資本」が，4篇構成として構想されたのは，
「一般，特殊，個別」というヘーゲル流のトリアーデ形式の適用によって，
「資本の核心的構造」の解明が意図されたことによるものである。然るに，
コーガンは，マルクスが「6部著作プラン」を作成した当時，「研究しようと
意図した経済学三二範疇とそれらの研究順序だけを指示した」のであり，そ
の結果として，「競争，信用等々を資本の核心的構造からきりはなして分析す
る必要が強調されることになった」のであり，その当時，「これらの経済学的
範疇を『資本一般』篇のなかで資本の視角から考察する必要は明らかにな
らなかった」（〔41〕215ページ）としているのである。当初プランでは，「資本
一般」が一面的に強調されていたということである。それ故，コーガンによ
れば，「マルクスが当初なんらかの特殊理論にかかわらせていたあれこれの
問題がたとえあとになって剰余価値論のうちにふくめられるようになったと
しても，そのこと自体はまだマルクスが6部著作プランの根本的な方法論的
思想、を放棄したことの証明とはならない」のであり，そのような「変化」は，
「プランの思想」を「当の問題にあてはめてうまく具体化することに成功した
結果として」（〔41〕68ページ）生じたにすぎないというごとになるのである。
　しかし，「資本の核心的構造」の解明にさいして，「資本一般」の体系に
「資本の視角からする競争，信用等々の考察」，「剰余価値とこれらの経済学
的範疇との直接的な結びつき」の解明を導入するということは，「資本一般」
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そのものが一つの「経済学的範疇」として成立しうる根拠を失うということ
でしかないのである。コーガンの指摘しているように，現行『資本論』にお
いてはプランの「資本一般」篇が，当初に意図されていたものよりも「かな
り大きな完成度であたえられ」（〔41〕211ページ）ているのであり，剰余価値
論としてより一層ほりさげて完成されているものとされうるのであり，従っ
て，「資本一般」篇が剰余価値論として「深遠かつ全面的に仕上げられた」
（〔41〕90ページ）ということは，全く正当なのであるが，しかし，そのこと
が意心しているのは，プラン作成の当初に構想されていた「資本一般」の世
界を放棄するということに他ならないのである。「資本一般」篇が剰余価値
論として完成されるのは，「資本一般」の世界から「理想的平均」の世界への
転換を前提としてのみ可能なのである。それ故，そこでは当然にもプランに
おいて当初構想されていた陸別構成が変更されたものとして理解されねばな
らないのである。コーガンにおいては，∫資本一般」が一つの範疇として成
立しえなくなるというそのことのもつ方法論上の意義が，全く理解されてい
ないものといえよう。
　当初のプランにおいて，「資本一般」篇は，剰余価値をになう前貨価値とい
う「資本の独自的特質」をその本質的規定において解明するものとして構想
されていたのである。「資本一般」篇の課題がそのようなものとして限定さ
れねばならなかったのは，「資本一般」という対象設定そのものによって要
求されたことである。「資本一般」篇の限定された課題の故に，それは，競
争，信用等々による補足と補完を不可欠としたのであり，そのような基本的
諸規定の総体の解明において，「資本主義の経済的運動法則」が解明されう
るものとされたのである。「資本一般」篇を独自のものとして構想するとい
うことと，競争，信用等々の諸範疇を前根構成の一契機として設定するとい
うことは，不可分の関係にあったのである。それ故，「資本一般」がその経済
学的範疇としての成立根拠を失い，競争，信用等々の基本的規定がとりこま
れて剰余価値論として仕上げられるにいたるならば，当初に構想されていた
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）諸範疇もその独自の研究対象を失うのは当然のことである。
　コーガンは，当初プランの「根本的な方法論的思想」を強調することによ
って，現行『資本論』が「資本一般」の体系であるどするのであり，更には，
プラン「変更説」を批判するのである。しかし，「資本一般」篇が剰余価値論
として完成し，その展開に必要な限りで，競争以下の基本的諸規定が導人さ
れているものとして現行『資本論』が理解されるのであれば，そこで，当初
プランの「具体化」を言うか，「変更」を主張するかはそれぼど重要な問題で
はなくなるものといえよう。一方で『資本論』を資本主義経済の一般理論と
してより豊富化し，深化するものとして，他方では『資本論』の外に残され
た課題を現実的，具体的な資本主義経済の分析として設定するということに
関わる限りにおいて，コーガンとローゼンベルグとの間に強調されるほどの
差がないものといえよう。それ故，そこでの問題は，「特殊的諸理論」とし
て構想されているものの内容に関わるのである。
　コーガンは，「特殊理論によって研究される競争，信用等々の運動は，剰余
価値法則を変容ないし変形させ，資本主義経済における剰余価値の決定的役
割の実現を媒介する機構となる」が故に，「特殊扇面理論は，剰余価値論のは
なはだ重要な具体化」（〔41〕32ページ）として把握されねばならないとして
　　（13）
いる。しかし，そこでの「剰余価値論の具体化」ということは，「『資本論s
（12）コーガンは，マルクスには当初のプラン作成当時から，「資本の視角からする競争，
　信胴，賃労働等々の考察は，『資本一般』の篇（6部著作プランの主要環節）であたえ
　られる」（〔41〕48ページ）ことが構想されていたとしている。しかし，「資本一般」篇
　の草稿として執筆された『要綱』において，マル，クスは，競争の基本的規定について
　も「競争」篇に属するという留保文言を付与しているのである。当初の「資本一般」
　篇の構想には，諸範疇の基本的規定が含まれるものとはされていなかったものとされ
　ねばならないのである。
（13＞剰余価値の役割の「実現を媒介する機構」としての競争について，当初プランでは，
　コーガンの主張するように固有の「競争」篇に属するものとされていたが，現行『資
　本論』ではその範囲内におけるものとして展開されているのであり，その点，コーガ
　ンに誤解があるものといえよう。
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の諸命題と資本主義経済のつきることのない多様性とのあいだにあるもろも
ろの重要な理論的媒介環節を内包」（〔41〕218ページ）するものとしてのそれ
である。「特殊的諸理論」は，『資本論』の諸命題を「具体化」することにお
いて資本主義経済の現実的，具体的現象に対しての「理論的媒介環節」たり
うるということである。
　『資本論』の諸命題を無媒介的に具体的，現実的な資本主義経済の分析に
適用することは誤りであり，そこにはなんらかの「理論的媒介環節」が設定
されなければならないということは確かである。しかし，それは，競争，信
用等々の「特殊的弓理論」ではありえないものといえよう。そのようなもの
としてマルクスが想定したのは，プランの後半体系であり，「世界市場と恐
慌」における展開に他ならないのである。『資本論』の諸命題をF媒介環節」
として「具体化sするということは，「世界市場」における資本主義的生産の
運動の現実的な形態としての展開であり，マルクスのいう「資本主義的生産
様式の基礎であり生活気圏である世界市場における信用制度と競争」（Kap．
　　．　．　（14）皿・132）としての展開ということである。コーガンは，プランの「篇別構
成」を「固定化」し，「特殊的弓理論」を設定したことによって，マルクスが
プランの編成を通して明かにしようとした資本主義経済の具体的運動の分析
方法そのものを全くみることができないのである。そこでは，プランの「根
本的な方法論」が欠落しているものといえよう。
　コーガンは，競争，信用等々の「特殊的弓理論」の成立しうる根拠を，そ
れら諸範疇における「運動形態の相対的独立性」（〔41〕28ページ）というこ
とに求めるのである。競争，信用等々は，「それ自体に特有の剰余価値から
ある程度独立した運動をもち，それゆえにまた，それ自体に特有の諸法則を
もつところの，資本主義経済の質的に新しい自立的形態としてあらわれる」
（〔41〕20ページ）ということにおいて，それらは「特殊的諸理論」の対象と
（14）この点については，高木幸二郎〔44〕3ユ～2ページ，参照
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なりうるということである。ここで，諸範疇が「相対的に独立した運動形態」
をもっということは，・諸範疇の「客観的分立性」によって，諸範疇が「質的
に独自的かつ具体的な全体として存在していること」（〔41〕25ページ）によ
　　　　　　　　　　　　　　　（15）って与えられるとされるのである。
　しかし，そこで具体的な内容として想定されていることは，剰余価値論の
研究に際して捨象されていた「事態を複雑にしているいっさいの副次的影響
や事情」を，⊥向の諸段階において問題にするということであり，剰余価値
の運動とは直接に結びついていない競争，信用等々の運動を，それ自身の自
立的運動におけるものとして解明するということにすぎないのである。それ
故，コーガンは，「特殊的諸理論を仕上げる行程では，剰余価値論においては
捨象されなければならなかった非常に雑多な諸事情に注意する必要が生ず
る」（〔41〕30ページ）としているのである。
　ここで，「事態を複雑にする副次的事情」を主要な課題とする「特殊的諸理
論」が完成された剰余価値論とは別個に，経済学における一つの固有の研究
領域として設定されうるか否かが問題であるといえよう。それは諸範疇の剰
余価値とは直接の結びつきをもたない運動，従って，資本の運動に直接的に
規定されるのではなく，それから相対的に自立しておこなわれる諸範疇の運
動が，一つの法則性をもち，体系性をもつものとして理論的に構成されうる
ということについての疑問である。この点は，具体的に「特殊的諸理論」の
内容に立入って検討されねばならないのであるが，ここでは，差当り，「競
（15）マルクスは，1863年以降，手紙の中で「6部著作プラン」についてほとんど言及し
　ていないのであるが，それもコーガンからみれば，プランの方法の「貫徹」の根拠と
　されるのである。コーガンは，「資本主義の一般理論の経済営的諸範疇の相互従属性に
　かんする問題は1863年になるまでにすでに彼には解決ずみ」（〔4ユ〕210ページ）であっ
　たからであり，！863年以降，マルクスは，「資本の核心的構造を研究し，剰余価値論を
　仕上げたが，競争，信用等々にかんする特殊理論は研究しなかった」（同前）ので，手
　紙では「経済研究の経過Jについて問題にされることがあるとしても，方法論的基礎
　に関わることは問題にされなかったということであるとしているのである。
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争」篇についてみておこう。
　コーガンは，「競争」篇においては「剰余価値から相対的に独立的」におこ
なわれる運：動が「競争の一般法則」（〔41〕221ぺrジ）として考察されるとし
て，そのような運動とは「需要の弾力性，各種商品群の価格の運動，競争戦
の方法」（〔41〕2！ページ）に関わるものであるとしている。然るに，コーガ
ンは，「競争」篇の「主要な対象は，あらゆる商品種目に共通する競争の合法
則性である」（〔41〕221ページ）としているのであり，それ故，そこでは，特
に，「あらゆる商品種目」についての「需要の弾力性」と「市場価格の現実的
運動」が重視されることになっているのである。
　コーガンの指摘する「需要の弾力性ゴの問題については，既に，高木幸二
郎氏が「それはたかだか近代経済学から惜りたと思われるような再生産論抜
きの需要弾力性につきるもの」（〔12〕70ページ）とされているのであり，そ
れで尽きるものと思われる。コーガンのいうように「あらゆる商品種目」に
ついて「需要の弾力性」を問題にするとすれば，極めて現象論的にならざる
をえないのであり，それはむしろ「商品学」に属するものである。いずれに
しろ，そこでは「需要の弾力性」の分析に際して「再生産論視角」を経由す
る理論的必然性は存しないのであり，それ故，そこからなんらかの「合法則
性」を導出することは，不可能に近いものといえよう。
　「市場価格の現実的運動」については，それが「あらゆる商品種目」に関
わる問題であれば，従って，資本の運動に直接規定されることのない商品固
有の性質，「独自的特質」によって惹起される「市場価格の運動」であれば，
そこにはなんらの「合法則性」も存しないものといえよう。そこでは市場価
格が上昇するにもかかわらず，一般商品とは相違して需要が増大することな
どが問題にされるのであるが，それは，例えば，化粧品のような種類の商品
であり，極めて特殊な商品種類に限定されるということに他ならないのであ
る。そのような商品の市場価格変動の機構を解明することは，化粧品メーカ
ーにとって意味のあることであるとばいえ，資本主義経済の具体的運動を解
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明するについては，全く無関係であるといってよい。
　諸商品の市場価格の運動がなんらかの「合法則性」をもちうるのは，その
商品の需要と供給の関係が資本の運動に規定されるという場合である。然る
に，需給関係の基本的規定は，先に指摘したように，現行『資本論』第2部
第3篇において解明される問題なのである。再生産表式において需要と供給
の基本的構造が解明され，その動態の機構が明かにされるということは，同
時に，そこでは需給の不一致による市場価格の変動も基本的規定におけるも
のとして解明されるということを含意するものである。
　かくて，「競争」についてその基本的規定に関わるものと，極めて偶然的，
三二的諸事情に関わるものとに区別されるものとすれば，前者は『資本論』
の範囲内におけるものとして展開されねばならないのであり，後者は極めて
特殊な問題として，例えば，個別企業分析に関わる問題として処理されねば
ならないのであり，コーガンの主張するような固有の「競争」篇は，その存
立根拠を持ちえないものといえよう。資本の運動から相対的に独立しておこ
　　　　　　　ノなわれる競争の運動は，コーガンの主張するように「特有の法則」をもち，「相対
的に自立し質的に独自の具体的全体」（〔41〕37ページ）として固有の研究対
象たりえないのである。それはせいぜい現行『資本論』をより一層理論的に
深化し，豊富化することで解決される問題なのである。
F）　『資本論』一「資本」説における「資本一般」と「競争」
　　一種瀬茂，本間要一郎の両氏の所説に関連して一
　（1）種瀬氏は，現行『資本論』体系をプランにおける「資：本」の部を実
現したものであると明言されているわけではない。寧ろ，「プラン問題」にお
いては，「資本一般」説に近い主張をされているのである。種瀬氏は，「プラ
ン問題」について，「マルクスは『経済学批判』（1859年）発表ののち，新た
な経済学研究にそくして，当初のプランの内容を拡充し，従来『資本一般』の
外に属していた部分をもとり入れて，現在の『資本論』全三巻の内容とした
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のである」　（〔55〕22ページ）とされ，かくて，「『資本論』は依然として方
法上は資本一般の範囲内の分析であって，その前提たる資本の平均的な運
　　　　　　　　　　　　（16）動の分析に限定されている」と結論されているのである。しかし，それにも
かかわらず，ここで，種瀬氏の所説を『資本論』＝「資本」説として規定す
るのは，そこでの「競争」についての特別な扱い方によるものであり，従来
の「資本一般」説の主張とは大きく相違する主張がなされているために，そ
れと区別されねばならないということによるものである。同じことは，本間
要一郎氏の所説についても妥当する。
　種瀬氏は，費用価格，利潤といった現象形態における諸範疇が，『要綱』と
『資本論』とにおいてその取り扱いが相違していることを問題にされる。そ
れらは『要綱』段階では「資本…般」の体系に属していたが，『資本論』段階
では「競争」篇に属するものとして転成したということである。種瀬氏は，
そのような「競争」の扱い方の変化に「要綱』と『資本論』とにおける方法
上の相違が存するとされるのである。種瀬氏は，次のように指摘されている。
　「『要綱』では，現象形態はただちに競争そのものによって生み出されると
把え，そこで，費用価格・利潤も競争においてはじめて実現される概念とし
て残されることになった。そこで『要綱』から『資本論』への展開の道があ
きらかである。『資本論』では，利潤という剰余価値の転化した形態，それ
を，現象の世界における資本の運動として，それまでの段階と，あきらかに，
抽象の程度を異にするものとして，把えている。ここに方法上，重要な前進
がある。これによって，現象形態を明確化し，本質との関連のもとに，解明
しうることになったからである」（〔18〕109ページ）。
　種瀬氏は，利潤概念について，『要綱』では「総資本の増殖分」として規定
されているのであるが，それは「『資本一般』の結論」（〔18〕107ページ）と
しての規定に他ならないのであり，それ故，そこでの「対象は，第1部・第
（！6）種瀬茂『マルクス経済学一基礎研究一』春秋社，1966年。258ページ。
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2部の分析対象とは，その抽象性においてことならない」（〔18〕105～6ペー
ジ）とされるのである。これに対して，『資本論』においては利潤概念は「費
用価格の超過分」として規定されているのであり，そこでは，「現実的過程に
おける資本」が，「その当初から分析の対象として登場している」（〔／8〕114
ページ）とされるのである。即ち，利潤の諸範疇が『要綱』では「本質的規
定」において把握され，「資本一般」の体系に属するものとされていたのであ
るが，「資本にかんする諸範疇は競争を通じて実在的なものとなる」という分
析方法の深化によって，『資本論』では「本質の現象形態」としての規定にお
いて，第1部や第2部とは「抽象の程度を異にするもの」として把握される
にいたったということである。
　当初のプランにお』いて，「資本一般」の体系は，「生成しつつある資本」，
「生成した資本」，「果実をもたらすものとしての資本」という論理次元を異
にする三種類の資本において構成されるものとして構想されていたのであり，
そのような体系構成のもとで「資本の本質的規定」の分析がおこなわれるも
のとされていたのである。然るに，種瀬氏は，現行『資本論』の成立過程で，
前二者が「資本の本質的規定」としての「資本一般」に，最後の項が「競争」
として改篇されるにいたったとされるのである。しかしそれは，一方で「資
本一般」の内容の変更を指摘されながら，他方でプランの「篇別構成」を固
執されるということでしかないものといえよう。
　種瀬氏は，現行『資本論』の第1部と第2部において「資本の本質的規定」
が解明され，第3部においてはその具体的な「現象形態」を「発見し叙述す
ること」が課題であるとされているのであり，両者を「資本一般」と「競争」
の関係におけるものとして把握されているのである。
　ここで，『資本論』第1部，第2部を「資本一般」として規定し，「資本の
本質的規定」の分析にのみその課題が限定されるということには問題が残る
ものといえよう。そこで確立されている基本的な諸範疇には，「諸資本の競
争」を直接の契機として成立するものや，それとの一定の関連をもつものが
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多いのである。例えば，第1部第4篇の「相対的剰余価値の生産」において
は，「諸資本の競争」は不可欠な理論的契機とされているのである。更に，第
6篇「労賃」の場合には，当初，「資本の蓄積過程」論に埋没されていたもの
が第2版で独立の篇として，資本蓄積論展開の前に，その位置を与えられた
のであるが，それは資本蓄積の動態に伴って賃金が労働力の価値から乖離し
て運動するもめであることが明かにされておかねばならないということによ
るものであり，資本蓄積論の動態化としての展開の結果に他ならないのであ
る。種瀬氏の主張においては，結果として，そのような理論的豊富化のもつ
意義が否定されてしまうのである。
　ところで，種瀬氏は，「競争の分析を広く理解すれば，第3部第1～3篇全
体が現象分析として，競争に関連することになる」（〔18〕96ページ）とした
うえで，第3部の第1篇と第2篇とでは理論的相違が存することを指摘され
ている。第3部においては「資本の現実的運動を分析し，具体的諸形態とは
何かをまずあきらか」にすることが必要であり，そのためには「現象の世界に
おける表象を分析し，それが本質の現象形態であることを規定しなければな
らない」（〔18〕102ページ）のであるが，その際，第3部第1篇において「現
実的過程での資本の運動が，利潤を生みだすもの」（〔18〕95ページ）として，
従って，「利潤の本質」が解明され，、次いで，第2篇において資本の現実的過
程，競争を通しての「生産価格の形成」が分析されるものとして理解されね
ばならないということである。
　かくて，種瀬氏は，「本来分析対象として設定される資本の現実的運動が，
競争という資本の運動と分離しえない関連にある」が故に，「このような対象
に対する分析の内容は，資本一般と競争という二つの主題の『混在』ではなく，
同一対象の分析として，相互関連のもとに把握されるべきであろう」（〔18〕
97ページ）とされるのである。いわば第1篇を「資本一般」の規定であると
すれば，第2篇を「競争」として把握するということである。第3部第1～
3篇を一一括して「競争」として把握するのではなく，「資本一般」と「競争」
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との「相互関連」におけるものとして把握するということである。
　ここで，種瀬氏が『資本論』第3部第1～3篇を「資本一般」と「競争」
の「相互関連」におけるものとして把握されていることこそは，『要綱』段階
においてもマルクスが構想していたことに他ならないのである。しかし，そ
こでは単に「果実をもたらすものとしての資本」にお』いてのみそのような「相
互関連」が構想されていたのではなく，「生成しつつある資本」，「生成した資
本」においてもそうであったのである。それ故，現行『資本論』の第3部に
おいてのみではなく，第1部においても，第2部においても「資本一般」と
「競争」の「相互関連」における把握が必要であるといえよう。それによっ
て『資本論』のより一層の理論的深化の道も開けることになるのである。
　（2）本間要一郎氏は，「資本主義社会における経済的運動法則と，これら
の法則的運動を通して形成される経済構造を明らかにしょうとする経済学の
理論体系は，一般的にいって，『競争』の体系たらざるをえない」（〔30〕9ペ
ージ）とされている。本間氏においては，資本主義経済の一般理論が「競争」
の体系であるということは，二重の意味の競争を含むものとして想定されて
いる。第1の意味における競争とは，「過程の純粋な進行を保証する諸条件」
（Kap．1・6）を与えるものとしての「自由競争」それ自体ということで
ある。第2の意味におけるものは，「経済挙の一般理論は，抽象から具体への
上向過程において，競争論的展開を含まざるをえない」（〔30〕17ページ）と
いうことに関わるものである。ここでは，第2の意味における「競争論的展
開」が問題なのである。
　本間氏は，「資本主義的生産様式の内的な経済的諸法則を純粋な姿で認識
するため」には，「現実の資本家的競争の世界の叙述」（〔30〕15ページ）が
「捨象」されねばならないのであり，「より抽象的で一般的な諸概念を獲得し，
経済的諸範疇の一般的本性とそこに作用する内的諸法則を理論的に認識」す
るためには，「競争関係の中に現れる諸形態はこれを理論的に捨象すること，
が要請される」（〔30〕16ページ）とされ，しかし，「内的諸法則」の解明が完
一162　一
マルクスの「経済学批判体系」プランの現行『資本論』体系について（ll・完）　163
了したといえるためには，「競争によって媒介されるより具体的な諸形態」
（〔30〕17ページ）が解明されねばならないとされる。それ故，本間氏にとっ
ての問題は，「上向の過程におけるどのような論理次元において『競争』が導
入されることになるのかll（〔30〕17ページ）ということである。
　本間氏は，「競争論的展開」が「可能かつ必然Jとなるのは，「価値が価格
（たんなる価値価格ではなく，市場価格）として，剰余価値が利潤として現
れ，両者それぞれの間の，量的不一致をひき起こすような諸要因が導入され
る論理段階においてである」（〔30〕28ページ）とされ，そこでは個別的諸資
本が夫々に異なる経済的諸条件を備えたものとして相互に関係し合うことが
想定されるために，「『個別性』の契機を，積極的な規定要因として理論的展開
の過程にとり込む」（〔30〕19ページ）ということが必要であるとされるので
ある。
　かくて，本間氏は，種瀬氏と同様に『資本論』第1部，第2部を「資本一
般」として，第3部を「競争論的展開」として把握されるのである。この点
についての問題は既に指摘したので，ここでは，「資本一一般」と「理念的平均」
についてとりあげてみよう。
　本間氏は，「『資本一般』は平均概念の世界ではなく，文字通り一般的概念
の世界，あるいは総資本の論理とみるべき」（〔30〕32ページ）であるとされ
る。ここでは，明かに「資本一般」と「理念的平均」は相違するものとされ
ているのである。これに対して，「理念的平均」については，二様の規定が存
しているものと思われる。
　第一のものは，そこでの「平均」は，「相異なる具体的経済量の平均」とい
うことではなく，「一般的に規定された概念に照応する諸関係からの背離を
生ぜしめるような，特殊的，個別的，あるいは偶然的な諸契機をすべて捨象す
る」（〔30〕32ページ）という意味におけるものである。本間氏は，「個別的な
量的差異」を捨象するということと，「その平均でとらえる」ということは，
「別の事柄」（〔30〕32ページ）であるとされるのである。ここでの「理念的
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平均」とは，資本規模についての現実の「平均化機構」からの抽象というこ
とではなく，「資本規模の差異そのものの捨象という論理的前提の別の表現」
（〔30〕33ページ）を意味するということである。
　これに対して，第2のものは，「その『平均』が問題とされるかぎりでは，
もろもろの偏差をもつ平均的でないものが現実に存在していること，しかも
これらの平均的でないものが平均化されてr理念的平均』に整約されていく
社会的機構がはたらいていることを前提しており，このような現実からの理
論的抽象としてえられるものである」（〔30〕28～9ページ）とされているこ
とである。
　かくて，本間氏は，「理念的平均」を，一方では「資本一般」と同じ意味に
おける「総資本の論理」において，他方では相異なる経済的条件を備え，相
互に関係し合うことを意味している「多数の諸資本」の存在を前提として成
立する「平均化原理」におけるものとして規定されているのである。換言す
れば，本間氏は，「理念的平均jという用語において「資本t般」の世界と競
争関係の前提をなす「多数の諸資本」の世界という全く対立する規定を内包
されているのである。　「理念的平均」において二様の規定が混在しているこ
から惹起される事態は，本間氏が次のように指摘されるとき，極めて深刻で
あるといえよう。
　　　　　ロ　「たしかに，「資本一般』が考察の対象となる論理次元においては，競争関
係の中にあらわれるもろもろの動揺は捨象され，諸資本の相互に加える圧迫
が止揚された『理念的平均』の世界が現れるのであるが，この『理念的平均』
は競争関係を前提として成り立つものである以上，そこでの論理展開は，当
然，前提したものによって制約されざるをえない」（〔30〕23ページ）。
　ここで，最初に出てくる「理念的平均」と，次に出てくる「理念的平均」
とは，全く内容が相違しているのである。前者は，第1の規定におけるもの
であり，後者は，第2の規定におけるものである。そこで，『資本論』第1部，
第2部とは「理念的平均」における考察であるとされても，それは「資本一
一164　一
マルクスの「経済学批判体系」プランの現行『資本論』体系について（ll・完）　165
般」の世界を想定するものとしてか，「多数の諸資本」を想定するものとして
かは，全く不明なのである。というよりも，議論の出発点においては「資本
一般」の世界が想定されながら，その内容的な展開において，結局は，「多数
の諸資本」の世界におけることを問題にされているのである。しかし，本間
氏の所説が積極的意味をもつためには，現行『資本論』の第1部，第2部に
おいて「多数の諸資本」の世界が想定されねばならないものといえよう。
　本間氏は．，一一「現実の競争関係を捨象した上で展開される価値論や剰余価値
論の中に，いずれ競争論的に具体化せざるをえない諸要因が，すでに措定さ
れている」（〔30〕23ページ）として，特別剰余価値論について問題にされて
　　　　　　（17）いるのである。本間氏は，「特別剰余価値の理論は競争関係そのものの展開
ではないが，少くとも競争を必然化せしめる基礎的な諸関係がそれによって明
らかにされるのであって，競争論的展開の基礎規定をなすものである」（〔30〕
22～3ページ）とされている。然るに，「特別剰余価値の発生機構」の解明を通し
て相対的剰余価値の生産の「秘密」が解明きれ，それ故，剰余価値の生産が
その本質において解明されうるものであるとすれば，剰余価値論の展開に際
しては，「総資本としての運動と個別的諸資本の運動との相関」が，従って，
「個別資本のもとでの剰余価値の差異」という要因が，「理論的に不可欠の一
環」（〔30〕22ページ）として措定されざるをえないものといえよう。それ故，本間
（17）本間氏は，価値論においては「商品生産者間の競争」が措定されるとされる。一問
　氏は，「価格は，使用価値を異にする諸商品を生産する多数の生産者の間の発展した交
　換関係の中で現れる価値の形態であるという意味で，すでに競争論的に，把握さるべ
　き性格をもっている」とされ，「価格は，売り手としての商品生産者と買い手としての
　貨幣所有者との，たえず変動する相互の力関係を袈現するもの」であり，そこで生れ
　る「売り手と買い手との間の競争」が，「両者の力関係のダイナミックスをたえず均衡
　化することによって，この価格を価値の水準にひきよせる」（〔30〕26ページ）ことに
　なるとされるのである。本戸戸は，価値論段階における「競争論的展開の基礎規定」
　とは，価格変動を通して価値法則がその作用を実現することであるとされているので
　ある。
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氏が価値論や剰余価値論において，「競争論的に具体化せざるをえない諸要因」
を措定されようとするかぎり，そして，それは全く正鵠をえたものであるが故
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）に，そこでは「多数の諸資本」の世界が想定されねばならないのである。
　かくて，本間氏の所説は，結論としては，現行『資本論』の第1部，第2
部を「資本一般」として規定することは誤りであり，「多数の諸資本」の存在
を前提せざるをえないことを明かにしたものといえよう。然るに，そこで「競
争論的展開の基礎規定」が措定されるものとすれば，「競争関係」の展開が，
何故，第3部の市場価格論まで留保されねばならないのかという問題が生ず
るのである。結論的に言えば，「競争論的展開の基礎規定」が措定されるため
には，夫々の抽象水準という制約のもとにおいてではあれ，「競争関係」も展
開されざるをえないということである。しかし，それは同一の分析対象にお
ける「資本一般Jと「競争」の「相互関連」を問題にするということに他な
　　　　　　　　（19）
らないのである。
（18）早坂啓造氏は，本問氏の所説について，それは「『資本一般』からの内的展開ロ自己
　分化として個別性の契機を措定するという方法視角と論理が欠落している」のであり，
　　「個別性と競争の契機を外から導入することは，『資本一般』の抽象にさいして，個別
　性を，本来の外的・偶然的諸要因とともに機械的に切り捨てるという下向の方法と対
　応ずる方法論理であり，その結果，需給関係，価値からの価格の背離等々も，資本の
　次元的展開の論理によって措定されることが不可能となり，もろもろの外部的諸要因
　と同列に，偶然的なものとして事実からもちこまれることにならざるをえなくなった」
　　（〔51〕202ページ）とされている。しかし，それは本間氏の「理念的平均」における
　規定を第1のものとしてのみ把握されての批判であるといえよう。第2の規定におい
　ては，個別性の契機が措定されたものとしての理論展開がなされているのであり，そ
　こでは「一つの資本」から「多数の諸資本」への移行はあえて問題にはならないので
　ある。
（19）大島雄一氏は，「競争」について①「諸資本が資本一般の規定において労働力商品
　一般と対立し，よりよい搾取条件を求めて諸部門を移動するという｛山面」，②「諸資本
　が相互に自立的な個別資本という規定で対立し，超過利潤を求めて諸部門を移動する
　という側面」の「二重の側面」（〔50〕329ページ）を手旨摘され，この「労働諸条件の均
　等化」と「利潤率均等」に関わる競争は，同時に，夫々，「資本一般と労働カー般の階
　級的競争」と「資本一般の内部的競争」を意味するものであるとされる。大島氏は，
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